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固定資本を含む体系における標準商品１）
宮 本 順 介
 は じ め に
ピエロ・スラッファは『商品による商品の生産』８４節で固定資本を含む生
産体系における標準商品について次のようにいう。
「固定資本は『還元』にかんして取り扱いにくいのと対照的に，標準体系
にはたやすく適合する。問題を簡単にするのは，耐久的用具それ自体は必
ずしも負の乗数をともなわないという事情である。／耐久的用具がもし基
礎材ならば，種々の経過年数からなる標本によって，標準商品のなかにし
かるべき割合であらわされねばならないであろう。たとえば，３年の耐用
年数をもつ機械を考察することにし，標準比率を１０パーセントと仮定し
よう。ゼロ，１，２年の経過年数の機械を用いる３つの過程は，３つの過
程の生産手段総額にはいる機械が，２年経過の機械１００，１年経過の機械
１１０，新しい機械１２１という割合を保持するような乗数をうけとるであろ
う。それゆえ，年末には，生産物中に見出される各経過年数群の数は，年
初に生産手段のなかに含まれていた同じ経過年数のものの数を１０パーセ
ントだけ超過しているであろう。／連続的な消耗の段階にある耐久的用具
を用いるいくつかの過程のあいだの類似性によって，一般に，もっぱら正
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１）本稿は平成１８年度松山大学特別研究助成金の成果である。
の結果として，固定資本の存在に含まれているもの以外に結合生産の要素
をなんら含まない体系は，一般にす
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であ
ろうし，かくてこの点で単一生産物産業の体系の単純さを再現するのであ
る」。２）
本稿の目的は，結合生産物を含まない固定資本体系において正の標準比率が存
在し，それに対応する正の乗数が存在するという，うえで引用したスラッファ
の主張を証明することにある。で流動資本が１種類という簡単なケースにつ
いて，で流動資本が２種類というより一般的なケースについて，順を追って
証明する。３）
 簡単なケース
－１ 仮 定
次の仮定をおく。
）経済には，固定資本（耐久的生産設備）を生産する部門と流動資本（原材
料）を生産する部門の２つが存在する。
）固定資本生産部門では流動資本と労働を用いて固定資本を生産し，また流
動資本生産部門では固定資本，流動資本および労働を用いて流動資本を生産す
る。すべての商品（流動資本および固定資本）が２つの部門で直接的または間
接的に使用されており，生産体系は基礎的体系である。
）固定資本は複数の生産期間に亘って継続的に生産に用いられるものとす
る。新品固定資本を使用する生産部門では生産される流動資本に加え１年間生
産に使用された古い固定資本が年末に残り，この中古固定資本は次年度の生産
２）Sraffa（１９６０）pp.７２－７３（邦訳１２１－１２２ページ。／は改行，傍点は引用者）
３）この問題を取り上げた先行研究に Baldone（１９８０），Schefold（１９８０），Schefold, B.（１９８９），
Varri（１９８０），Woods（１９８４）がある。また Abraham-Frois, G., and E. Berrebi（１９７９），片桐
（２００７）には固定資本を含む標準体系についての解説がある．スラッファの固定資本モデ
ルの最近の研究動向を知るうえで白杉（２００５）が参考になる。
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に再度使用される。ただしその生産効率は年々低下し，一定の損耗度を超すと
突然使用不能になるものとする。使用不能となる時期は３年目の末とする。４）な
お使用不能となった固定資本は無償で廃棄されるものとする。
）定常状態を仮定する。ここでいう定常状態とは，１年および２年を経過し
た古い固定資本が新しい固定資本と相並んで生産に利用され，そのような状態
が年々繰り返されている経済のことをいう。
）固定資本を生産する生産部門を第１生産過程とよぶ。流動資本を生産する
生産部門は３つの生産過程に分かれ，新品固定資本を使用する生産過程を第２
生産過程，１年を経過した中古固定資本を使用する生産過程を第３生産過程，
２年を経過した中古固定資本を使用する生産過程を第４生産過程とよび区別す
る。
）労働者は年末に新品固定資本と流動資本を賃金として受け取る。
）経済は生産方程式
  
によって記述される。ここで，
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 ，    ，    である。
，，の各列は各生産過程の投入ベクトル，産出ベクトル，投入労働量をそ
れぞれ表している。  は第 生産過程に投入される流動資本
の量，は第２生産過程に投入される新しい固定資本の量，
  
４）スラッファの数値列に合わせて固定資本の耐用年数を３年とした。
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は第 -１生産過程で使用された後，第 生産過程に再投入される中古固定資本
の量，  は第 生産過程で産出される第 i商品の量，
  は第 生産過程に投入される労働量である。 は
第 i商品の価格，  は第 生産過程に再投入される中古の固定資
本の帳簿価格，は賃金率，は利潤率である。
）体系は自己補的状態にあり，







	



が成立しているものと仮定する。式を剰余条件とよぶ。
－２ 標準商品の理論
標準商品，標準体系および標準比率を次のように定義する。５）現実の生産体系
を出発点に，各種の商品が，生産物として保っているのと同じ割合で，その総
生産手段のなかにも現れるという性質を備える仮想的な生産体系を構成する。
このような生産体系のもとでは，それ自身の生産手段の総量と同じ割合で合成
された同じ商品からなる商品の合成商品を構成することができる。これを標準
商品と定義する。そして標準商品を生産する割合で組まれた，方程式の（ない
しは産業の）組み合わせを標準体系と定義し，標準体系の生産手段に対する純
生産物の比率を標準比率と定義する。固定資本の生産体系式を例に挙げて説
明すると

  
が標準体系であり，が標準商品を構成する商品の割合であり，
が標準比率
となる。６）
５）Sraffa（１９６０）pp.１８－２１（邦訳３０－３４ページ）参照。
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標準商品は価値尺度財であるが，価格を測定する目的で作られた価値尺度財
ではない。７）標準商品を価値尺度に取ると，そして標準商品を価値尺度に取る場
合に限り，式から利潤率と賃金率の関係を表す  という単純な
式を導き出すことができる。８）一般に，多数の商品が複線的に交換される経済で
は，相対価格の変動を反映し，特殊な技術条件（例えば部門間の資本・労働比
率が均等という条件）を仮定しない限り，こうした単純な形で賃金率と利潤率
の関係を捉えることはできない。標準商品を価値尺度に取る場合には，特殊な
技術条件を仮定することなく，多数財モデルをあたかも一財モデル経済である
かのように単純化し，経済の背後に潜む賃金率と利潤率の本来の関係を価格の
相互依存の複雑さに邪魔されることなく取り出すことができる。これが標準商
品の理論的成果である。９）
－３ 論 証
『商品による商品の生産』７６節１０）に倣って，生産体系式から中古固定資本の
生産過程を取り除くことにする。式の左から





 










 を掛けると
６）生産体系式から標準体系式を導くにあたり，規模に関する収穫一定を仮定している
と考える向きがあるかもしれない。しかし収穫に関するいかなる法則も必要ではない。な
ぜなら，われわれは標準商品という架空の合成商品を構成しようとしているのだから，そ
れがもとの生産体系から技術的に構成できるかどうかを問題にする必要はないからであ
る。標準体系はあくまで仮想的な生産体系にすぎない。この点に関しては Sraffa（１９６０）p.
v（邦訳１ページ）を参照。また松本（１９８９）１６４－１６６ページも参照。
７）そのような価値尺度財が必要であればそれは任意の商品を選ぶことで用は足りる。
８）標準商品は合成商品の構成比を示しているだけであるから，その値を確定する必要が
ある。そのための基準に選ばれるのが標準体系の純生産物である。したがっては標準
体系の国民所得を価値尺度財にとった実質賃金率を表わす。
９）標準商品はありのままの姿の経済を一部門の単純な経済に集計するアグリゲーターであ
る。同様の役割を担ったものに投下労働量がある。森嶋通夫は，投下労働量とは「多数の
産業（つまり，ありのままの姿のセクター）を少数の『部門』に集計するときに用いられ
るアグリゲーター（集計因子），あるいは集計のウェート（加重因子）」（Morishima（１９７３）
p.１０邦訳１３－１４ページ）である，と投下労働量の隠された機能を看破している。
１０）Sraffa（１９６０）pp.６５－６６（邦訳１０８－１１０ページ）。
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ここで，  に留意すると，式は
  
に単純化される，ただし  。
式は式と異なり，中古固定資本が存在せず，生産体系は流動資本と新品
固定資本だけで構成されている。体系から中古固定資本が排除され，固定資本
に伴う複雑さが取り除かれたので，単一生産物体系の議論を適用し，標準比率
と標準商品の存在を証明することができる。１１）ただし，式では生産技術が
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，，と利潤率に依存する可変的な生産技術に変わっているの
で，単一生産物体系の議論をそのまま適用するというわけにはいかない。
生産体系を式から式に書き直したことに伴い，対象となる標準体系は
式から中古固定資本を排除した
  
になる。以下では式を満たす正の標準比率の存在を証明する。１２）
であるので，式の左からを掛け，整理すると
 

  
斉次方程式が自明でない解を持つためには，行列の固
有方程式  


 が解をもつことが必要かつ十分であ
る。また経済的理由によりその解は正の実数値でなければならない。そこで，
 


 とおき，となるの存在を証
明する。
を計算すると，
１１）単一生産物体系における標準商品の存在証明は Newman, P.（１９６２）を嚆矢として多くの
研究があるが，例えば宮本（１９９３a），宮本（１９９３b）を参照。
１２）証明に際してはペロン・フロベニウスの定理を使うのが一般的である。しかし学説史的
な興味から，以下ではまず初等的な方法で証明を試みる。スラッファによれば ８４節の原
稿が完成したのは１９３０年から１９４０年代の初期にかけてということである。ペロン・フロ
ベニウスの定理が経済研究に広く利用されるようになるのはそれよりも少し後の時代に
なってからであるが，スラッファ自身は１９４４年末にこの定理の証明を関数解析を専門と
する著名な数学者 A. S.ビシコヴィッチから教わっている。したがってスラッファはこの
定理の存在を知らずに８４節を書き始め，一般的な証明の過程で A. S.ビシコヴィッチの助
力を請うたものと推測される。こうした経緯を踏まえ，ではペロン・フロベニウス定理
を用いない証明を試み，より一般的なケースを扱うの証明においてペロン・フロベニウ
スの定理を用いることにする。
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て，が連続関数であることを考え合わせてのグラフを描けば図１
のようになる。
	
 となる
	
が存在することが示されたので，固
有方程式式を満たす正のすなわち正の標準比率が存在することが証明さ
れた。
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

つぎに式を満たすに対応する正の，すなわち正の標準商品が存
在することを証明する。式を次のように書き換える。
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図１
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となるので，式を満たすの存在が示された。
以上で，流動資本と新品固定資本だけからなる中古固定資本を除去した標準
体系について，正の標準比率と正の標準商品の存在が証明された。残された問
題は中古固定資本を含む標準体系式について正の標準比率と正の標準商品の
存在を示すことである。以下それを証明する。
式の左辺を変形すると



  




 
 
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
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
 
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 

 	 
となる。一方式の右辺を変形すると
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となる。式と式より式は








   
 

 	
 


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
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
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

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 

 	 。
つぎに  も同様に書き換えると












   
 

 	
 



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


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
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 	 。
式と式を合わせると
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式は式にほかならないので，式が中古固定資本を含む標準体系に同値
変形されたことになる。かくて，中古固定資本を含む標準体系式においても
正の標準比率が存在し，またそれに対応する標準商品を構成する正の比率の存
在が証明された。
を１００そしてを１０パーセントとおけば，標準体系式より，新品固定
資本と中古固定資本の比率が１００，１１０，１２１となる。これはスラッファが８４
節で説明に使った数値例であり，数値例の適切さが確認された。
 一般的なケース
－１ はじめに
では，流動資本が一種類および固定資本の耐用年数が３年という簡単な固
定資本体系について標準商品の存在を証明した。以下ではより一般的なケース
について考察する。の議論を制約していたのは中古固定資本の耐用年数と流
動資本の数である。中古固定資本の耐用年数について。中古固定資本の耐用年
数については，それを３年から 年に一般化したとしても，で示し
たと同様の方法で中古固定資本をいったんすべて消去し，また元に戻せばよい
ので，一般化に伴う新たな問題は生じない。流動資本の数について。流動資本
の数を一種類から 種類に増やした場合，標準体系が２行２列の行列
から行列の行列になり，で示したような初等的な方法で標準比率の正
値性を証明することはできない。別の論証が必要となる。
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以下では固定資本の耐用年数はと同様に３年と仮定し，流動資本の数につ
いてはそれを２種類に増やしたより一般的なケースについて正の標準比率の存
在を証明する。耐用年数を３年に限定したのはうえで述べたように一般化する
積極的理由がないからであり，流動資本の数を２種類としたのは，表記の錯綜
を避け，論点を明確にするためである。流動資本の数を 種類また耐用
年数を  年に一般化したとしても以下の論証はそのまま適用できる。
－２ 仮 定
モデルの一般化に伴い仮定の一部をつぎように変更する。他の仮定はそのま
ま引き継ぐ。
）′経済には，固定資本（耐久的生産設備）を生産する部門が１つ，流動資本
（原材料）を生産する部門が２つ，合わせて３部門が存在するものとする。
）′固定資本生産部門では２種類の流動資本と労働を用いて固定資本が生産さ
れ，また第１流動資本生産部門では２種類の流動資本と労働を用いて流動資本
が生産され，また第２流動資本生産部門では固定資本，２種類の流動資本およ
び労働を用いて流動資本が生産されるものとする。すべての商品が３つの部門
で直接的または間接的に使用されており，生産体系は基礎的体系である。
）′第１流動資本生産部門を第１生産過程とよぶ。固定資本を生産する生産部
門を第２生産過程とよぶ。第２流動資本生産部門は３つの生産過程に分かれ，
新品固定資本を使用する生産過程を第３生産過程，１年経過した中古固定資本
を使用する生産過程を第４生産過程，２年経過した中古固定資本を使用する生
産過程を第５生産過程とよび区別する。
）′経済は生産方程式
  ′
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によって記述される。ここで，

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

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
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


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


，     ，     
である。，，の各列は各生産過程の投入ベクトル，産出ベクトル，投入労
働量を表している。  は第 生産過程に投入され
る第流動資本の量，は第３生産過程に投入される新しい固定資本の量，

  は第 -１生産過程で使用された後，第 生産過程に再投入され
る中古固定資本の量，  は第 生産過程で産出
される第商品の量，  は第 生産過程に投入される労働量
である。 は第 i商品の価格，  は第 生産過程に
再投入される中古の固定資本の帳簿価格，は賃金率，	は利潤率である。
）′体系は自己補的状態にあり，
	





 ′
	


	



が成立しているものと仮定する。′式を剰余条件とよぶ。
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－３ 論 証１３）
′式の左から
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を掛けて
  ′
と書き換える。ただし，
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   


    	である。
中古固定資本を使用する第４列と第５列の生産過程を′式から除いた生産
体系
  ′
１３）以下の証明に際して，Baldone（１９８０）, Schefold（１９８０），Schefold（１９８９）, Woods（１９８４）
を参考にした。
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を考えることにする。ただし，

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。
生産方程式′に対応する標準体系は
  ′
である。問題は′式を満たす，の存在を証明することである。そ
のうえで中古固定資本を含む標準商品の存在を示す必要がある。しかし
についてはと同様の手続きで導くことができるのでこれは省略する。
証明の概略はこうである。固有方程式
 
を考える，ただし 

，ここでが分解不能行
列であれば，フロベニウスの定理により，任意のについて式は正の固有
値および正の固有ベクトルをもつ。そこでそうした正の固有値
のうちとなるの存在を証明することができれば，
とおき式を書き換えることで′が得られるので，およびの存在
が示されたことになる。
以下順を追ってこのことを証明する。の成分を表記すると
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である。成分の配列からが分解不能行列であることは直ちにわかるが，
念のために証明しておく。式の成分を










 	
とおく。分解不能行列はつぎのように定義される。１４）行列の行，列の番
号の集合を とおき，が二つの空でない部分集合と	に分割
され，

	 が成立するとき，行列は分解可能であるとい
い，分解可能でないとき分解不能という。そこでが分解可能と仮定し矛
盾を導く。とする。この時	であるので	，すなわち。
であれば	であるので	。よって。と仮定すれば
，	
となり分解可能の仮定に矛盾するので	である。
	についても同様の議論を繰り返すことで	，
が導かれ，
やはり分解可能の仮定に矛盾する。はと	に分割できないことが示
されたので，は分解不能行列である。
つぎにとなるの存在を証明する。そのために，を証明
し，ついでであればであることを証明し，とな
るの存在を導く。
１４）分解不能行列の定義は二階堂（１９６１）８２ページを参照。
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剰余条件′式を書き換えると
   
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。
 
 であるので，の左から を掛けて，  。
さらに  とおき，
 
 をのフロベニウス根とし，またの転置行列のフ
ロベニウス根を とすれば，  。１５）はうえで確認
したように分解不能行列であるので，その転置行列も分解不能行列で
ある。したがってフロベニウスの定理より１６） となる正の
固有行ベクトルが存在する。を式の左側から掛けると，
 。整理すると   。であ
るので， 。
つぎに	のとき，	を証明する。	とするとの
３行１列および３行２列はいずれも０に収束し，その他の非ゼロ成分は無限大
に発散する。ここで，の行和を とすると，	であれ
ば	  。が分解不能であるので，フロベニウスの定理に
より，
	





１５）二階堂（１９６１）７４ページを参照。
１６）二階堂（１９６１）８６ページを参照。
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が成立する。１７）よってが無限大に発散するときは無限大に発散する。
となるの存在が示されたので，そのようなをとおけ
ば，それが標準比率となる。
 む す び
スラッファは，『商品による商品の生産』８４節において，結合生産物を含ま
ない固定資本体系においては単一生産物体系と同様に正の標準比率が存在し，
それに対応する正の乗数が存在することを，論証プロセスを示すことなく主張
している。本稿ではスラッファに代わって彼の主張が成立することを明らかに
した。
しかしスラッファの主張が完全に証明されたというわけではない。未解決の
問題が二つ残されている。一つは，固定資本体系における標準商品の存在は証
明できたが，その一意性は証明されていない。複数の標準比率，複数の標準商
品が存在する可能性がある。１８）いま一つは，中古固定資本は物理的原因で廃棄
され，経済的理由により廃棄されることがないと仮定した。しかしこの仮定は
一般的ではない。経済的理由による廃棄を仮定する必要がある。その場合には
技術選択の問題が拘ってくるので議論はより複雑なものとなる。そのようなよ
り一般化した仮定のもとでの証明は残されたままである。
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